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抄録：ドイツでは生涯無子に留まる人々の増加が注目されるようになり，その割合は1967年生まれの女性
で28％まで上昇している．一方，日本も1965年生まれの女性の12.7％から1970年生まれの30.0％へと，
無子の女性が増大する傾向にある．
そこで本研究ではドイツと日本の少子化の動向を概観し，無子（Childlessness）の定義，生涯未婚率，
有配偶無子，完結出生児数，妻の出生児数別割合などの歴史的変化と将来予測を通じ，両国の無子割合の
増加傾向を比較し，その共通点と相違点を抽出した．次にドイツの人口政策受容調査や日本の出生動向基
本調査に現れた希望子ども数の分布，とりわけ無子希望の割合やその理由を比較し，学歴，就業，所得，
意識，家族観など，無子割合や無子希望割合への影響要因について日独の研究事例をもとに分析した．最
後に無子増加に関する学説・仮説などを中心に，この問題に対する社会学的考察を進めた．
結論として，いわゆる「第二の人口転換」のありうる帰結の一つとして，近代家族から，仕事と家庭が
調和する多様な脱近代家族へと向かうのではなく，社会成員のかなりの部分がパートナーシップの形成や
自己再生産を保留し家族形成を放棄する，究極の個人主義社会へと向かう，そのような無子社会（持続し
うるかどうかは別として）への道という可能性も考えられるのではないか？という問題を提起した．
キーワード：出生力，無子割合，希望子ども数，第二の人口転換，ドイツ，日本
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Abstract:This paper focuses on childlessness in Germany and Japan and its sociological meanings in
 
family formation in postmodern societies. First,it shows the trends of fertility decline and increasing
 
childlessness, and clarifies the similarities and differences in both countries, by comparing parity
 
composition,educational attainment,and other socioeconomic correlates of childlessness. Second,
using the data of attitudinal surveys,such as the 2003 Population Policy Acceptance Study(PPAS)in
 
Germany and the 13th National Fertility Survey(JNFS;2005)in Japan, the reasons for having no
 
children are observed. Third,referring to the discussions of German scholars,it tries to explain the
 
sociological meanings of childlessness and to describe the development toward a childless society
(even if it’s demographically not sustainable) as one of the possible consequences of the Second
 
Demographic Transition. Important findings are as follows:(1) In Germany the fertility decline
 
began early in the mid-1960s but in Japan later from mid-1970s so that the increase of childlessness
 
has been a little delayed. The proportion of childless women in Western Germany increased to 28%
for the 1966 cohort. In Japan,it has increased to 12.7% for the 1960 cohort,but is expected to reach
 
30% for the 1970 cohort. (2)The educational gap in childlessness is clearly observed in Germany;
however,this is not so simple in Japan. Corresponding with the increase of childlessness,the desired
 
number of children in average is declining. The emergence of a child-free culture is observed in
 
Germany by PPAS,but not yet in Japan by JNFS. (3)Polarization may proceed further in both
 
countries,between childless people and people with many children.
Keywords:Fertility, Childlessness, Desired number of children, Second Demographic Transition,
Germany,Japan
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Ⅰ．研究の背景・目的
ドイツでは1970年代後半以降，長年にわたり合計出生
率1.4前後の超低出生力状態が続いてきたが，その間，
旧西ドイツ地域を中心に，生涯にわたり無子（Childless-
ness）に留まる人々の増加が注目されるようになり，「無
子は少なくとも旧西ドイツ地域で，すでに一般化し，一
つの行動パターンとして定着し始めている」と警告され
るようになった（Dorbritz and Schwarz 1996)???．しか
し，その後も無子割合の上昇は続き，女子の1955年出生
コーホート（同じ年に生まれた人口）の20％水準から，
最新の1967年出生コーホートでは28％まで上昇し，ド
イツ人女性の３人に１人が生涯無子に留まる可能性が現
実のものとなって来た???．
一方，日本でも1970年代後半以降，出生力の低下が続
き，1990年代以降はドイツと同様の超低出生力状態が出
現している．しかし日本では「少子化」という形で，晩
婚晩産化による出生力低下と，その結果としての超高齢
化や人口減少の方に関心が集中してしまい，ドイツほど
無子は注目されていない．このため生涯未婚率の上昇と
有配偶無子割合の増加を合わせた形で，結果的に生涯無
子に留まる人々が急速に増加しつつあるという事実があ
まり認識されていない．しかし，国立社会保障・人口問
題研究所の「日本の将来推計人口」??では，日本の無子割
合も女子の1955年出生コーホートの12.7％から1965
年出生コーホートの22.7％へ増加し，将来的には1970
年出生コーホートの30.0％から2005年出生コーホート
の37.5％まで増大すると仮定されており，ドイツと同
様，女性の３人に１人が生涯無子に留まる可能性が十分
にあるといえる．
合計特殊出生率（一人の女性が生涯に産む子ども数の
理論値）が人口の再生産水準を下回る，いわゆる少子化
の国はすでに珍しい存在ではないし，近年では1.5以下
となる超少子化国も数多く現れている．しかし，生涯無
子割合の上昇が顕著に確認できるほど長期にわたり低出
生力状態が続いている国は，現在までのところドイツと
日本しかない．
そこで本稿では，先端事例としてのドイツと日本に焦
点を合わせ分析を行う．まず，合計特殊出生率とコーホー
ト合計出生率（同一年次生まれの母親の生涯出生率）を
もとに無子割合の増加の背景として少子化の動向を考察
する．なお，ここでは比較対照として，近年，出生力が
再生産水準に達するほどの著しい回復傾向を示している
フランスを取り上げる．次に無子の定義と無子割合の動
向を取り上げ，生涯未婚率や有配偶無子との関係，妻の
出生児数別割合などの変化と将来予測を概観するととも
に，両国の無子割合の増加傾向や学歴による格差におけ
る共通点と相違点に注目し比較する．またドイツの人口
政策受容調査（Population Policy Acceptance Study：
以下PPAS)???や日本の出生動向基本調査????の結果に
現れた希望子ども数の分布，とりわけ無子希望の割合や
理由を取り上げ，その影響要因について分析する．最後
に無子増加に関する学説・仮説を中心に社会学的考察を
進め，第二の人口転換（The Second Demographic Tran-
sition：SDT）の論理的帰結の一つとして，近代家族から
多様な脱近代家族へと向かうのではなく，社会成員のか
なりの部分がパートナーシップの形成や自己再生産を保
留し家族形成を放棄する，無子社会（持続しうるかは別
として）への道という，可能性も考えられるのではない
かという問題を提起する??．
Ⅱ．研究方法
１．使用データ及び研究倫理面での配慮
本研究で使用したドイツに関するデータは，主として
ドイツ連邦人口学研究所（Bundesinstitut fu?r Bevo?lker-
ungsforschung：以下 BiB)???????????，ボッシュ財団
（Robert Bosch Stiftung)?????，ヨーロッパ協議会（Coun-
cil of Europe)???などから出版公表された資料に掲載さ
れた，ドイツ連邦統計局によるミクロセンサス???，
PPAS???，FFS（Fertility and Family Survey)???，GGS
（Gender and Generation Survey)???などの各種サンプ
ル調査結果を分析加工したものである．また日本に関す
るデータは，主として国立社会保障・人口問題研究所の
「日本の将来推計人口」??，「日本の出生動向基本調
査」????，総務省統計局の国勢調査結果??など，一般に公表
されたものに独自の加工・分析を行ったものであり，個
人情報に係わるものは扱っていない．また研究成果の報
告等においては，社会的差別・偏見を喚起することがな
いよう研究倫理面での配慮を行った．
２．無子割合の推計について
無子割合の推計には様々な方法があり手法により数値
に多少の相違が発生する．ミクロセンサスはサンプル調
査（１％抽出）による世帯統計であり同居子の有無しか
確認できず，すでに離家したケースや実子・養子の区別
はできない．本稿の図２で紹介するドイツの無子割合の
推移では，1991年から2003年までのミクロセンサスが
用いられ，母親の出生コーホートごとに18歳未満の同居
児＝０の割合を調べ，13年間で最低の値（第１子誕生に
よる無子割合の低下と，同居児の離家による再上昇の境
目）が生涯無子割合と算定されている（Dorbritz
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 2005)???．この他に，統計局による出生統計の出生順位別
出生児数から推計する方法もあるが，ドイツ語圏では出
生順位がわかるのは有配偶出生に限られており．婚外出
生については順位別分布を推計せざるを得ない．また有
配偶出生の中には再婚，再再婚ケースなども含まれ，た
とえば再婚で連れ子がいる場合，新たに生まれた子供が
母親にとって第３子であっても第１子にカウントされる
といった問題もある．さらに母親の出生や結婚年次が新
しい場合は，まだ完結出生に達しておらず，無子割合を
同定する前に将来の出生数を推計しなければならないな
どの問題もある．第三の方法として，FFS，PPAS，GGS
などのサンプル社会調査で出生暦を聞き，これを集計す
る方法もある．わが国でも将来推計の仮定値などは，国
立社会保障・人口問題研究所によるサンプル調査である
「日本の出生動向基本調査」から推計されている．なお，
女子に比べ，男子の無子割合は，出生力が完結する年齢
が曖昧であり，特定が難しいという問題もある??．
３．希望子ども数の算定方法
ドイツのいわゆる「希望子ども数die gewu?nschte
 
Kinderzahl」は，Ho?hn（2006)???によれば，すでに出産
した子ども数に，さらに追加希望子ども数を合計した値
をいう．ただし子どもに対する希望が不確かな者は除外
しており，20歳から39歳までの男女を対象としている．
これに対し，日本の出生動向基本調査（結婚と出産に関
する全国調査）では，未婚男女を対象とした独身者調査
の「子どもは何人くらいほしいですか」という質問の結
果を「希望こども数」，有配偶女子（夫婦とも初婚のみ）
を対象とした出産力調査の「理想的な子どもの数は何人
ですか」という質問の結果を「理想こども数」，さらに同
調査の「全部で何人のお子さんを持つおつもりですか」
という質問の結果を「予定こども数」として算定してい
る．また再婚者や離別・死別者については，これらとは
別途集計しており，ドイツでいう「希望子ども数」と必
ずしも一致するものではないが，強いて比較すれば，独
身者調査の「希望こども数」と出産力調査の「予定こど
も数」を合わせたものといえる．ただし，日本では男性
について，独身者調査の「希望こども数」データはある
が，出産力調査の方では夫の「予定こども数」は調査さ
れておらず対応する値がない．
なお，本稿での分析では，2005年の国勢調査における
女子の配偶関係別人口のうち，未婚と有配偶人口の総数
を，第13回出生動向基本調査から得られた割合で案分
し，これに子ども数を掛け，両者を合わせた希望こども
数の試算を行った．試算にあたってはドイツの統計に合
わせ20歳未満は除いた．また理想子供数５人以上は４人
以上に算入した．無子は希望不詳を含むが離別と死別は
含まない．
Ⅲ．研究の結果と考察
１．無子割合の増加
1.1 少子化の動向
ドイツは欧州連合（以下EU）の中でも比較的早い時期
に少子化が進行した地域で，合計特殊出生率（Total
 
Fertility Rate以下TFRと略記）は1964年の2.53（旧
西ドイツ地域では同年の2.55，旧東ドイツ地域では翌年
の2.49）をピークに減少に転じ，1975年にはすでに
1.48（旧西ドイツ地域1.45，旧東ドイツ地域1.54）まで
低下，以降，東西両地域で多少の乖離はあったものの，
長年にわたり1.40前後を低迷している（図1a)????．同
様の傾向はオーストリアやスイスなどのドイツ語圏諸国
にも見られる（原2003）．
これに対しスウェーデン，フィンランド，デンマーク
などの北欧諸国では，女性の就業支援を中心とした家族
政策の導入を契機に1980年代後半から出生力の回復傾
向が現れた．また，英国・アメリカなどアングロサクソ
ン系諸国でも若年層を中心に出生力の再上昇が見られ，
無子の増加―ドイツと日本の比較
出典：ドイツとフランスはCouncil of Europe（2006)???，日本は国
立社会保障人口問題研究所（2007)??より作図．
図1 出生力の推移
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いずれも再生産に近いレベルを維持する傾向が顕著と
なっていった．とりわけドイツにとって大きな衝撃と
なったのは隣国フランスにおける出生力の目覚ましい回
復で，1964年の2.91をピークに減少に転じ，常に高い水
準にあったとはいえ一貫して低下を続けてきたフランス
のTFRは1994年の1.66を最後に上昇に転じ2005年
現在では1.94とEU諸国の中でも最も高い水準を記録
するようになっている．
一方，日本で，TFRが再生産レベルを下まわる少子化
が進行したのは比較的遅く1970年代後半からであり，
1974年の2.14を最後に減少が始まり1984年の1.81ま
で低下，さらにそこから2005年現在の1.26まで単調減
少を続けている．
このようなTFRの動きは各年次における多様な年齢
層の出生率を足し合わせたものであり，必ずしも１人の
女性が生涯に産んだ子どもの数（完結出生力）を示すも
のではない．しかし同じ年齢別出生率のデータを母親本
人の出生コーホートごとに集計したコーホート合計出生
率（Cohort Total Fertility Rate以下CTFR）でみても
（図1b)????，出生力の低下は明らかで，ドイツでは1932
年生まれの母親の2.23をピークに減少に転じ，1944年
生まれの1.80を経て1957年生まれの1.66まで低下し，
さらに最新の1967年生まれの1.46まで低下，すでに
CTFRがTFRの1.4の水準に限りなく近くなってお
り，低出生率が，ほぼすべての世代・年齢層でライフス
タイルとして定着したことが確認できる．この動きをフ
ランスと比較してみると，こちらもほぼドイツと同じパ
ターンで推移しているが，スタートラインの1930年出生
コーホートが2.63とドイツより0.4ポイントも高く，こ
のため最終的な水準も1966年生まれの2.0と，ほぼ再生
産レベルを維持していることがわかる．またドイツとは
異なり，戦後生まれの1947年から1957年生まれあたり
までは2.10前後と比較的安定的に推移したことも，下げ
止まりのレベルを相対的に高くしたといえる．
これに対し日本の場合は1933年生まれで2.04と，再
生産レベルにあるとはいえ，ドイツ，フランスより低い
水準からスタートし，出生年により上下はあるものの
1954年出生の2.03まで安定的に推移していたが，そこ
から最新の1967年コーホートの1.50まで急速に低下し
ており，生涯出生力の低下という意味での少子化は比較
的近年の現象であることがわかる．
いずれにせよ出生コーホートの再生産レベルは
CTFRで2.08程度なので，ドイツの1.46では人口の
29.8％が，日本の1.50では人口の27.9％が再生産しな
い計算となる．もちろん，この数値は生涯にわたり無子
に留まる人，子どもは産むが１子のみの人，２子を産み
ほぼ再生産する人，３子以上産み他の人々の不足分を補
う人など，多様なケースの平均であり，非再生産人口＝
無子人口ではないが，１世代で30％も再生産しないとい
う状況自体が，すでに無子人口の急激な増加を示唆して
いるといえる．
1.2 無子の定義と無子割合の動向
ドイツでは無子（Kinderlosigkeit）を「意識的か無意
識的かの問題はおくとして，また子供と同居しているか
どうかも別として，一度も父また母にならないこと
（Kinderlosigkeit bedeutet, daßman nie Vater oder
 
Mutter geworden ist.）」と定義している（Dorbritz and
 
Schwarz 1996)???．従って，日本では生涯未婚にとどまり
子供を産まない場合と，結婚しても子供を産まない場合
が問題となるが，ドイツをはじめ欧米では，すでに婚外
出生がかなりの比率を占めており，一般に無配偶と有配
偶に分けて，これらを観察することは行われていない．
そこで，まず，ミクロセンサスから推計されたドイツ
の無子割合の推移をみる（図2a)???と，旧西ドイツ地域
では1955年女子出生コーホートの20％水準から最新の
1967年出生コーホートでは28％まで上昇し，ドイツ人女
性の３人に１人が生涯無子に留まる可能性があることが
わかる（Dorbritz 2005)???．もともと無子割合は旧西ドイ
ツ地域で高く，旧東ドイツ地域では社会主義政権下の家
族政策の影響もあり極めて低かった．しかし再統一後は
後者においても無子割合が急速に高まる傾向が見られ，
最新の1967年出生コーホートでは15％ラインに達して
いる．
無子は生涯に何人の子どもを持つかという選択（パリ
ティ選択）の一つであり，当然，その割合は，無子以外
の，１子，２子，３子，４子以上の選択と競合する．そ
こで，同様の動きを，旧西ドイツ地域を対象により長期
のコーホート間のパリティ変化で観察すると（図2b)???，
無子は1935年出生コーホートの10％弱から1950年出
生コーホートの15％ラインまで増加し，その後，1955年
の20％超，1960年コーホートの25％超へと加速度的に
増加していることがわかる．これに対して伝統的に高い
とされてきた１子割合は，1935年，1940年出生コーホー
トの26％から1945－50年出生コーホートの30％まで増
加した後，より若い1955－1960年出生コーホートでは
25％－22％へと低下する傾向を示している．
これに対して２子割合は1945年コーホートまで増加
した後，減少に転じ，1960年コーホートでは32％まで低
下する一方，３子や４子などの多子は1945年出生までは
低下傾向にあったが下げ止まるか，４子以上のように再
上昇する傾向も見られる．
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つまり，ドイツでは，１子割合の減少と無子割合の増
加という形で結婚せず無子に止まる人々が増加する一
方，２子割合の僅かな低下と４子以上などの多子割合の
微増に見られるように，結婚して２子以上を産む人々へ
と，二つのグループに両極化する傾向（Polarizierung）
が現れており，同様の傾向はスイスを初め，ドイツ－オ
ランダ語圏に特徴的に見られるという（Dorbritz
2002)???．
一方，日本では，近年，婚外出生割合が上昇傾向にあ
るとはいえ，2005年現在でも2.03％??と極めて低く，無
子が直接問題とされるのは有配偶女子の場合だけであ
り，このため無子割合に関する情報も，国立社会保障人
口問題研究所が５年ごとに実施する「出生動向基本調
査」???の結果に基づく，有配偶女子の完結出生力におけ
るパリティ０の割合としてしか把握されていない．
この有配偶女子の無子割合は1935年出生コーホート
の3.6％から1950年出生コーホートまでは３％台で推
移した後，1955年出生コーホートの4.1％，1960年出生
コーホートの5.6％へと上昇傾向を見せているが，結婚
と出生がドイツ以上に強い規範で結び付いていることも
あり，この割合はまだ極めて低い水準に留まっている（図
3a)??．
しかし，その一方，日本では急速に晩婚・非婚化が進
行しており，結果的に生涯未婚に留まる女性の割合も上
昇しており，低い婚外出生割合から考えても，この場合
は無子に留まる可能性が極めて高い．そこで，このよう
な生涯未婚による無子割合を，近似的に45－49歳の未婚
率と同じであると仮定すると，こちらも1935年出生コー
ホートの4.4％から1950年出生コーホートまでは4.6％
まで４％台で推移した後，1955年出生コーホートの
5.6％，1960年出生コーホートの8.2％へと，近年になる
ほど急速に増加していることがわかる??．
さらに，前者の有配偶女子の無子割合の分母を未婚女
子も含めた女子人口全体に換算し，これに生涯未婚によ
る無子割合を加えて，コーホート全体の無子割合を推計
してみると，日本では1935年出生コーホートの7.5％か
ら1940年出生コーホートの6.9％に一時低下したのち，
1945年出生コーホートの7.9％に上昇し，その後，近年
になるにつれて急速に高まり，最新の1960年の出生コー
ホートでは，すでに12.7％と，旧西ドイツ地域の1960年
出生コーホートの21.8％には及ばないものの，旧東ドイ
ツ地域の5.9％よりはるかに高い水準となっていること
がわかる???．
この動きを旧西ドイツと同じくコーホート間のパリ
出典：ａはDorbritz（2005)???ｂはBiedenkopf（2005)???より作図．
図2 ドイツにおける無子割合の推移
出典：国立社会保障人口問題研究所（2007a）より作成．
註＊前後２年の出生コーホートを含む．例1935は，1933－1937．
図3 日本における無子割合の推移
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ティ変化で観察すると（図3b)???，日本では，すでに1935
年出生コーホートで２子が45％以上を占め２子への集
中が著しく，この傾向は1945年出生コーホートでさらに
強まるが，1955年出生コーホートから無子割合が急速に
上昇，その分，２子割合が減少していることがわかる．
つまり，日本では無子か２子かの二者択一になっており，
そういう意味では，ドイツより両極化しているといえる．
実際，最新の2007年の人口推計（国立社会保障人口問
題研究所)??で仮定されている将来のパリティ変化によ
れば，日本の無子割合は1955年出生コーホートの
12.7％から1970年出生コーホートでは30.0％となり，
1985年出生コーホートの37.4％まで上昇すると推定さ
れており，遠からず旧西ドイツの水準を越えてしまう可
能性が高い．一方，２子割合はその分，47.1％から
36.0％，33.1％へと減少，両極化の進行と同時に，無子
が女子コーホートの中で最大のグループを形成するよう
になると予想されている．
1.3 学歴格差
ドイツでは，この無子割合の増加に明らかな学歴格差
があり，男女とも高学歴ほど無子割合が高まる傾向があ
る（図４)???．
たとえば，旧西ドイツ地域の40歳－44歳の無子割合
は，2003年時点の女子で，最も学歴の低い「修了資格な
し（Kein Abschluß）」が19.3％であるのに対し，学歴の
高い「専門学校卒（Hochschulreife）」が30.4％，「大学
卒（Fachhochschule/Hochschule）」では32.7％となって
いる．同様に男性でも「修了資格なし」の28.4％に対し，
「専門学校卒」37.6％，「大学卒」が35.6％となっており，
高学歴男性の無子割合の高さが目立つ．また1995年から
2003年にかけ比較的低学歴のグループで男女とも無子
割合が低下傾向を示しているのに対し，高学歴グループ
では高止まりないし増加傾向が見られる点も注目される
（Biedenkopf 2005)???．
すでに述べたように日本では無子が注目されるのは有
配偶だけであり，このためただちに比較可能な学歴格差
も有配偶者に関するものとなるが，たとえば，直近の出
生動向基本調査の結果を用いて，女子（妻）と男子（夫）
の学歴別無子割合（ドイツの場合とは異なり15歳から
49歳までの多様な年齢階層を含む）を算出してみると，
2003年の時点で有配偶女子の無子割合（図5a)???は，中
学校卒9.0％，高校卒8.8％と，いずれも10％以下である
のに対し，専門学校卒では16.1％，短大・高専卒では
15.8％とやや高くなり，大学卒では19.5％，大学院卒で
は23.3％と，ドイツ同様，高学歴女性の方が相対的に高
出典：Biedenkopf（2005：48）より作成．
図4 無子割合の学歴格差（旧西ドイツ地域)
出典：国立社会保障・人口問題研究所，第12回（2003）及び第13
回（2005）出生動向基本調査より作成．
図5 有配偶無子割合の学歴格差（日本)
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くなる傾向が確認できる．さらに興味深いのは，この無
子割合が2005年の調査結果では低学歴グループと大学
院卒の両方で高まっており，とりわけ，大学院卒の場合
は有配偶無子が25％以上を占めている．
また同じデータを男子（夫）の学歴別に集計し無子割
合を算出してみる（図5b)???と，2003年の時点で中学校
卒4.7％，高校卒10.1％と低いのに対し，専門学校卒が
19.6％とやや高く，短大・高専卒で14.4％，大学卒15.6％
とやや低くなり，大学院卒で再び19.5％と高くなる傾向
が見られ，女子ほど単純ではないが，全体としては，や
はり低学歴で無子割合は低く，高学歴で高い傾向が確認
できる．また2005年の調査では，女子と同様，無子割合
が低学歴グループと大学院卒の両方で高まる傾向が見ら
れるが，男子では大学院卒でも21.3％であり，女子（妻）
よりは低く留まっている．日本では，これらの有配偶無
子に，生涯独身に留まることによる未婚無子が加わる．
そこで2000年の国勢調査結果から最終学歴別未婚割
合を算出し，これを年齢階級別に比較してみると，女子
（図6a)??では25－29歳で小学校・中学校卒の42.1％，
高校卒の45.1％，短大・高専卒の56.5％，大学・大学院
卒の69.3％と，高学歴ほど高い未婚率を示しているが，
30－34歳では，小学校・中学校卒は26.7％，高校卒が
22.6％と，この傾向が逆転するとともに，短大・高専卒
が27.2％，大学・大学院卒が33.2％と高学歴グループと
の差も小さくなっている．この傾向は年齢が高くなるに
つれて顕著になり，最も高年齢の45－49歳では小学校・
中学校卒7.4％，高校卒が5.1％，短大・高専卒が6.8％，
大学・大学院卒の未婚割合が9.2％となり，格差が著しく
縮小すると同時に，低学暦と高学歴で未婚率が高いＵ字
型の分布に変化する．
一方，男子（図6b)??でも25－29歳では，小学校・中
学校卒が58.9％，高校卒が64.4％，短大・高専卒が
67.6％，大学・大学院卒の未婚割合が75.5％と，高学歴
ほど高い未婚率を示しているが，30－34歳となると，む
しろ小学校・中学校卒が45.1％と最も未婚率が高く，高
校卒が41.7％，短大・高専卒が41.6％，大学・大学院卒
40.0％と，逆に高学歴になるほど未婚率が低くなる傾向
が見られ，この傾向は年齢が高いほど明確になり，45－
49歳では小学校・中学校卒が25.3％と高い生涯未婚率を
示すのに対し，大学・大学院卒は9.3％と最も低いことが
わかる．
日本では，無子割合の上昇の始まりがドイツよりも遅
く，また近年になり若年未婚率が急速に上昇しているこ
ともあり，このデータに見られるような年齢階層別のパ
ターンが今後も続くとは限らない（実際，45－49時の未
婚率の水準はどの最終学歴でも，2000年現在より高くな
ると予想される）．しかし，少なくとも日本の場合は，男
女とも高学歴であるほど生涯未婚率が高くなるとはいえ
ないことがわかる??．
1.4 社会・経済特性
どのような人々が無子に留まるのだろうか．
たとえば，2003年のPPASの結果???によれば，ドイツ
では，無子（無子及び子どもを望まない）グループは，
有子と比較し，⒜無宗教者が女子39％（有子26.7％），
男子51.0％（同32.0％）と多い，⒝大都市居住者が女子
では37.8％（有子21.2％）と有意に高い，⒞フルタイム
就業者が女子では75.5％（有子24.2％）と有意に高いが，
男子では79.3％（同84.8％）と殆ど差がないか，むしろ
逆転している，⒟高学歴（専門学校・大学卒）者の割合
も女子では26.1％（有子14.7％）と有意に高いが，男子
では19.2％（同18.6％）と殆ど差がない，⒠1500ユーロ
（１ユーロ＝164.35円として24万6525円）以下の低所
得者の割合が女子では39.3％（有子28.4％），男子では
45.5％（同17.9％）と明らかに高いといった特徴が見ら
れる（Dorbritz2005)???．
日本では，無子に焦点を絞った分析はあまりないが，
和田（2004)???が1997年の出生動向基本調査の個票デー
タ（18歳以上50歳未満の独身女性と50歳未満の有配偶
出典：国勢調査（2000年)??より作成．
図6 最終学歴別未婚割合（日本)
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女性）を用いて行ったプロビット分析の結果??によれ
ば，結婚の確率（未婚無子の逆指標）は，学歴が高いほ
ど低く（中学校・高校卒を１とした場合，短大・高専・
専修学校卒0.93，大学・大学院卒0.34），また居住地域
が大都市であるほど低く（非DID：Densely Inhabited
 
Districtを１とした場合，100万人以上200万未満の政
令指定都市0.65，200万人以上の大都市0.71），これらの
点はドイツの無子者の特性と共通しているが，就業状況
については有意な差は確認できず（正規雇用を１とした
場合，非正規雇用0.94，無職・家事0.00，学生・その他
0.29），むしろ就業状況が不安定な層の方が明らかに結婚
しにくく，職種でも事務・専門・管理職以外の職種はす
べて有意に低く（事務・専門・管理職１として農林漁業
0.21，農林漁業以外の自営業0.26），しばしばドイツで指
摘されるようなキャリア志向と未婚無子の関連は読み取
れない．その他，興味深いのは親と同居している場合に
結婚の確率が非常に低くなる（別居を１として同居
0.04）という点である．また同様のプロビット分析を第
１子がいる確率（対象は有配偶のみ，有配偶無子の逆指
標）について行った結果も，やはり，高学歴（中学校・
高校卒を１として大学・大学院卒0.76）や大都市（非DID
を１として200万人以上の大都市0.72，100万人以上
200万未満の政令指定都市0.79）で低く（つまり有配偶
無子の確率が高く），この点は，ドイツの傾向と整合性は
あるが，就業状況や職種，同別居については有意な結果
は得られていない．
ドイツでは，1992年に実施されたPPASの結果で，無
子が発生し易い二つの社会階層の存在が指摘されている
（Dorbritz and Schwarz 1996)???．一つは，低学歴・低
所得・未婚・フルタイム就業を特徴とする女性グループ
で「競合選択層（das Milieu der konkurrierenden
 
Optionen）」と呼ばれており，この層の無子割合は65％と
高く，子供を持つにも，また消費志向の強い社会に喚起
される欲求を満たすにも，自分の所得が不十分であると
感じているとされている．今ひとつの層は「キャリア層
（das Karrieren milieu）」と呼ばれ，高学歴・未婚の女
性・フルタイム就業を特徴とする女性グループで，無子
割合が89％と極めて高く，高いキャリア志向と，現状に
おける家族と仕事の両立可能性の低さから，結婚及び子
供に対して，意識的に否定的決断を下しているという．
この無子が発生し易い社会階層の存在は2003年の調査
でも引き続き確認されたという（Dorbritz 2005)???．日本
でも同様のリスクグループが存在するかどうかは現在の
ところ明らかではない．
２．子供を持つことに対する意識の変化
2.1 平均希望子ども数と無子希望割合
このような無子割合の上昇や多子家族の減少に呼応
し，ドイツでは，すでに希望子供数自体も減少している
ことが明らかとなっている．
たとえば，20歳－39歳の女子平均希望子供数は，1988
年の時点では2.15と平均２人以上であったが，1992年
では1.75，2003年では1.74，2005年も1.75と非常に低
い水準で推移しており（表１)???，2003年時点のヨーロッ
パ各国（PPAS参加国の一部）の20歳－49歳の平均希望
子供数を男女別に比較すると，ドイツは８カ国中最低で，
女子は1.75，男子は1.59と飛び抜けた低さを示してい
る（図7a)???．
日本はPPASに参加していないため同種のデータは
ないが，2005年の出生動向基本調査の結果??によれば，
18歳から49歳までの未婚者の平均希望子ども数は，女
子が1.92，男子が1.91と，いずれも２を下回っており，
これをPPAS参加８カ国の平均希望子供数と比較する
と，女子はイタリアの1.92，男子はハンガリーの1.90と
ほぼ同じでかなり低い水準にあることがわかる（図7
a)?????．もっとも日本の希望子ども数は未婚者のみのも
のであり，有配偶者を含まない分，過少となっていると
考えられる．実際，同じ調査の有配偶女子の平均予定子
ども数は2.11人となっており，再生産水準を上回ってい
る（有配偶男子は調査されていない）．
しかし参考までに国勢調査2005年の配偶関係別人
口??を用いて，未婚女子の平均希望子ども数??と有配偶
女子の平均予定子ども数??から，女子人口全体の平均希
望子ども数を算出してみると，その値は1.86まで低下
し，すでに2003年のオーストリアの水準1.84に近い値
となっていることがわかる．
また，この平均希望子ども数の元となる女子の希望子
ども数別分布を，PPAS参加国中，希望子供数が最も高
いポーランド（女子2.33，男子2.29）を加え比較対照し
てみると（図7b)???，いずれも２子を希望する割合が最も
高く，その差は殆どないが日本が53.9％とやや突出して
おり２子への集中が強い．これに対しポーランドでは，
表1 女子の平均希望子供数の推移
1988?? 1992 2003 2005
平均希望子供
数の推移
2.15 1.75 1.74 1.75
資 料 FS  FFS  PPAS  GGS
註：対象はいずれも20歳－39歳までの女子．１）は旧西ドイツ
地域のみ．表中，FSはドイツ青少年研究所による家族調査，
FFS，PPAS，GGSはドイツ連邦人口学研究所による．
出典：Ho?hn（2006)???
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３子以上の多子を希望する割合が36.6％と突出してお
り，日本は22.9％，ドイツは17.0％と最も少ない．一方，
ドイツは１子希望が18.3％，また無子希望も15.4％と非
常に高く，再生産意欲の低い女性が多いことがわかる．
ちなみに図には示さなかったが，ドイツの場合，男子の
再生産意欲はさらに低く，１子希望が19.1％，無子希望
は22.8％に上る．
2.2 子どもを望まない理由
子どもを望まない理由（図8a)???として，ドイツでは
無子者の約７割が「パートナーがいない」（女67.1％，男
71.2％ ＊パートナーのいない者に限定）ことを挙げて
いるが，これに次いで「自分の現在の生活水準を維持し
たい」（女67.1％，男61.0％），「自由な時間を奪われる」
（女55.4％，男47.9％），「自分の生活をエンジョイでき
なくなる」（女59.5％，男51.9％）など，極めて個人主
義的な理由が高く支持されており，「低出生力の文化
（Kultur der niedrigen Fertilita?t）」あるいは「子供離れ
の文化（kinderferne Kultur）」ということが，近年の意
図的な無子指向の原因として語られるようになってきた
（Dorbritz 2005)???．
一方，2005年の第13回出生動向基本調査の結果??に
よれば，日本でも未婚者（＊生涯未婚希望者ではなく，
いずれ結婚する意思のある者のみ）が「独身でいる理由」
出典：Ho?hn（2006)???，日本について独自に推計．
註：いずれも20歳－49歳まで．
図7 希望子供数
出典：Dorbritz（2005）より作成．
註：BiBのPAAS2003による．数値は「強くそう思う」と「そう
思う」と答えた者の割合（％）．
図8a 子どもを望まない理由（ドイツ)
出典：国立社会保障人口問題研究所（2007d)??より作成．
註：該当する理由に複数回答．
図8b 独身でいる理由（日本)
出典：国立社会保障・人口問題研究所（2007c)??により作成．
註：図中「予定＜理想」は，理想子ども数より予定子ども数が小
さい夫婦．「予定０＜理想１」は，そのうち理想子ども数は１
以上だが，予定子ども数が０の夫婦．該当する理由に複数回
答．
図8c 子供を望まない理由（日本)
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で最も支持が高いのは「適当な相手に巡り会わない」（女
43.0％，男41.5％）で，ドイツの「パートナーがいない」
と呼応するものがある．また，これに次いで「結婚する
必要性をまだ感じない」（女36.3％，男30.1％），「独身
の自由さや気楽さを失いたくない」（女28.0％，男
24.8％），「趣味や娯楽を楽しみたい」（女18.0％，男
20.6％）など，ドイツ同様，個人主義的な理由が支持さ
れる傾向が見られる（図8b)??．
一方，日本の有配偶女子が「子どもを望まない理由」
で最も支持が高いのは「子育てや教育にお金がかかりす
ぎるから」（全体：理想子ども数より予定子ども数が少な
いケース61.7％，予定：理想子ども数が１以上で予定子
ども数０の，産みたいが無子に留まっているケースで
21.6％．以下，それぞれ全体，予定と略記）で，ドイツ
の無子理由の「より多くの費用が掛かる」（女39.2％，男
49.8％）とも対応するものであろうが，日本社会の教育
費の高さを反映したものとなっている（図8c)??．また，
これに続いて「高齢で生むのはいやだから」（全体
35.8％，予定37.8％），「育児の心理的・肉体的負担に耐
えられないから」（全体20.2％，予定4.1％），「健康上の
理由から」（全体15.9％，予定16.2％）など，年齢や健
康上の理由等，晩婚晩産化の結果を反映した理由も高い
支持を集めている．これもドイツの無子理由の「年齢的
に無理」（女25.5％，男20.2％），「健康状態が許さない」
（女22.3％，男15.1％）に対応している（図8a）．また
「欲しいけれどできないから」（全体15.2％，予定58.1％）
という理由は産みたいが無子に留まっているケースで高
く，日本の無子では加齢にともなう，いわゆる「意図せ
ざる無子（Involuntary childlessness）」にあたるケース
がかなりあることを示唆している??．これに対し，仕事と
家庭の両立や男女の役割期待に対応した「自分の仕事に
差し支えるから」（全体16.4％，予定6.8％），「夫の家事・
育児への協力が得られないから」（全体12.9％，予定
4.1％）などの理由は，全体としての支持はあるが，産み
たいが無子に留まっているケースでは少ないことがわか
る．一方，ドイツの無子では「職業生活との両立が難し
い」（女42.0％，男39.2％）（図8a)???という理由は男女
とも比較的高い支持を得ている．
日本では調査が独身者と有配偶者に分かれており，し
かも分析を無子者に絞れないという制約はあるが，全体
としての印象は，まだドイツのような「子供離れの文化」
の成立を示すには至っていない．
実際，同じ出生動向基本調査の「子どもを持つ理由」
を見ると，「子どもがいると生活が楽しく豊かになるか
ら」が，前回2003年調査の81.6％よりは低下したもの
の，依然有配偶女子の74.8％と最も高い支持を得てお
り???，また独身男女を対象とした「結婚することの利点」
という質問でも「子どもや家族を持てること」が女性の
45％（第１位），男性の33％（第２位）を占めている??．
３．無子の増加に関する理論的考察
3.1 第二の人口転換との関係
北・西ヨーロッパの人口は18世紀から20世紀初頭に
かけ，多産多死から少産少死に至る過程を経験した．こ
の過程はノートスタイン（Frank W.,Notestein）らによ
り人口転換モデル（demographic transition model）と
して定式化され（河野2007)??，同様のプロセスが，南欧，
東欧，さらには，日本を初め西欧諸国以外にも広がり，
今や第三世界においても観察されるようになった．ただ，
この人口転換モデルの第四期では先行した死亡率の低下
に出生率の低下が追いつき，両者が均衡して少産少死の
形で安定化するホメオスタティックな状況が無意識かつ
楽観的に仮定されていたのだが，実際には1960年代後半
から先進国の出生率が一斉に低下し始め，人口置換水準
を割り込み遥かに低いレベルに停滞し始めるという状況
が生まれた．このためヴァンデ・カ （ーDirk van de Kaa）
とレスタギ（Ron Lesthaeghe）らは1986年に，この出
生力低下をポストモダニズム的価値変動（Value
 
Change）による家族形態の変化から説明する「第二の人
口転換」論を提唱した（河野2007)??．
すなわち先行する第一の人口転換では，家族や配偶者，
子孫に対する利他的な関心に元づく家族規範（とりわけ
工業化社会では性別役割分業に立つ専業主婦家庭）が支
配的であったが，第二の人口転換では，脱工業化・脱物
質化社会の登場やピルの普及を背景に，性行動，異性と
の同居，結婚や離婚，出産などに関する伝統的規範・道
徳から自由になり，個人の権利の獲得と自己実現が最も
重要な価値を持つようになり，カップルを形成するかど
うか，また子供を産むか産まないかは純粋に個人の意思
決定，とりわけ女性の決定に依拠し，文化的に定められ
た諸条件や父性や母性といった役割分業に左右されるこ
とがなくなったという．
この「第二の人口転換」の様々な特徴の一つとして，
ヴァンデ・カーは晩産化にともなう高年齢での低順位出
生の増加，これによるTFRのささやかな増加という現
象を挙げている（Van de Kaa 2002)???．しかし，その一
方，先延ばしにされた出生がすべて残りの出生可能期間
に実現される訳ではなく「意図せざる無子」となるケー
スや，また価値観の多様化から意図的無子（Voluntary
 
childlessness）も，かなりの程度増加し，結果的にコー
ホートの完結出力が再生産レベルより低い水準で安定化
する可能性も指摘している（Van de Kaa 2002)???．
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3.2 リスク回避・決定遅延
「第二の人口転換」においては，カップルを形成するか
どうか，また子供を産むか産まないかは純粋に個人の意
思決定の問題となる．実際，ドイツではピルの普及以降，
合理的な避妊行動が一般化した結果，避妊するかどうか
は，かつてのように出生行動の抑制を巡る問題ではなく，
意識的に親になることの責任を担うかどうかの問題に
なっているという（Kaufmann 2005)???．逆にいえば，一
度，結婚し親となってしまえば，その決定を取り消すこ
とは殆ど不可能に近く，致命的なリスクを回避しようと
すれば決定は可能な限り遅延せざるえない．事実，女子
の第１子出生年齢は年々高まっており，ドイツでは29.0
歳（2004年），日本でも28.6歳（2005年）に達している．
また「第二の人口転換」にあっては，性と生殖が分離
し多様なパートナー関係を自由に選択できる環境が生じ
ており，離婚率の上昇に代表されるように，結婚し固定
的なパートナーを維持し子育てをするリスクは相対的に
大きくなっている．さらに近年の経済のグローバル化は
ドイツや日本でも若年失業率の上昇や雇用の不安定化を
生み，社会的格差の拡大が深刻化しており，経済的・社
会的なリスクも拡大している．
ドイツや日本では，晩婚化や非婚化が進む一方，北欧
やアメリカ，フランスのような同棲や婚外出生の増加が
なく，基本的に結婚と出生の結びつきは強いままであり，
この種の文化的特性がリスク回避による決定遅延を促進
しているともいえる．
無論，リスク回避・決定遅延自体は意図的に無子を目
ざすものではないが，PPASや出生動向基本調査の結果
が示すように，加齢とともに「パートナーがいない」あ
るいは自然妊孕力の関係から「年齢的に無理」，「健康状
態が許さない」，また「欲しいけれどできないから」といっ
た形で結果的に無子に留まるケースが増えているとも考
えられる．
3.3 機会費用の上昇と「子どもの価値」の低下
さらに無子増加のより深刻な説明として「子どもの価
値の低下」が考えられる．
経済学者のベッカー（G.S.Becker）の「機会費用説」
的モデルに従えば，子どもを持つか持たないかは，その
効用と費用のバランスで決まる（河野2007)??．子どもを
持つことの効用は，児童労働禁止が常識となり，老後の
生活も年金や介護保険制度に支えられている現代社会で
は，愛情の対象といった極めて抽象的で曖昧なものに限
定される．しかも，この効用はペットなどの他の魅力的
な耐久消費材と競合し，その相対的価値は低下している．
一方，子どもを持つ費用は，かってない程，高騰して
いる．教育水準や生活水準の上昇の結果，ドイツでも日
本でも子育てのための直接費用は極めて高くなってお
り，近年の社会経済的格差の拡大も合わせて考えると，
このコストに耐え，親として子どもの将来に十分な責任
を果たすことは容易ではない．さらにベッカーが正しく
指摘したように，女性の高学歴化と就業機会の増大の結
果，女性の機会費用は著しく上昇した．
従って「機会費用説」的モデルが正しいとすれば，子
どもを持つことの効用と費用のバランスは明らかにマイ
ナスであり，むしろ我々は「それでもなぜ子どもを産む
のかを経済合理的主体として説明できない」（Kaufmann
 
2005)???社会に生きているといえる．
スウェーデンを初めとする北欧諸国や，長年にわたり
強力な出生促進的政策を推進してきたフランスでは，
「ワーク・ライフ・バランス」を考えた保育制度の充実や
育児休業制度などをいち早く導入し，女性の就業率を高
く維持することによって，この女性の機会費用の増大を
抑えることに成功したといわれている．これに対し，ド
イツや日本では「専業主婦モデル」への執着から変換が
進まず，無子の増加が深刻化しているとも考えられる．
3.4 ジェンダー論的説明
この「機会費用説」と関連し無子割合の増加をジェン
ダー論的な観点から説明することも可能である．女性の
就業参加が増大する一方，男性の家事・育児参加は，こ
れに見合う形では増大しておらず，とりわけ，後者の私
的生活領域における性別役割分業の不均衡は，男女の賃
金格差や昇進差別を初め，専業主婦モデルを前提とした
労働市場や福祉国家の制度により構造的に支えられてい
る．従って，このような性別役割分業の構造的不均衡の
中では，男性や市場や国家から求められる伝統的な役割
を引き受ける女性は減少せざる得ない．つまり，無子の
増加は不均衡な性別役割分業という制度的欠陥への合理
的適応と見なすことができる（Kahlert 2007)???．このよ
うなジェンダー論的説明は，北欧諸国などと比べ，保育
制度や育児休業制度の立ち後れが目立つドイツや日本で
は高い説得力を持つといえる??．
3.5 無子の文化：究極の個人主義化
このジェンダー論的アプローチが「機会費用説」的モ
デルとも結び付き，今やドイツでも日本でも，政府の家
族政策を通じた「ワーク・ライフ・バランス」実現によ
る出生力の回復が期待されている．しかし無子の増加を
女性のみではなく，さらに男性をも含めた究極の個人主
義化として捉えることもまた可能であると思われる．
たとえばブルカート（Burkart 2007)???は，ドイツでは
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過去十年程の間にすでに『無子の文化（eine Kulture der
 
Kinderlosigkeit）』ともいうべきものが生まれており
「カップルや個人にとって，無子は，もはや問題とか欠陥
とは見なされず，むしろ文化的価値として一定の魅力を
持ち始めている」と主張している．
近代社会への移行は伝統的な共同体の解体を通じて自
由で独立した個人という理念を生み出した．この個人は，
当初，共同体に代わる階級や階層といったものに帰属す
ることで，その一員としての自己同一性を確保したが，
1960年代に入り，このような同質的な階層構造も解体さ
れ，個人は自らのライフスタイルの選択，あるいは究極
的には自己実現を通じて，自らを他者とは異なる自由で
独立した存在として証明しなければなくなった．この自
己省察（Selbstreflexion）と自己テーマ化（Selbstth-
ematisierung）の文化においては，既存の価値（いわゆ
る当たり前の事柄）を再考し問題化することが求められ
る．とりわけ1960年代に本格化した高学歴化は，女性自
身が自らのキャリアを自ら築く可能性を生み出し，同時
に起きた女性解放運動は，従来の専業主婦モデルという
ライフスタイルが持つステレオタイプな価値観を問題化
した．さらに問題化は女性のみに留まらず，一家の養い
手としての父親という男性のライフスタイルにも及ぶこ
ととなり，最終的には家族を形成し，子どもを持つこと
自体が自明なことではなくなり，究極的な自己実現との
関連において改めて検討されるべき問題となった．
このような究極の個人主義ともいえる状況において，
パートナー選択を行うには，他者とは異なる自由で独立
した自己実現を求める個人同士のライフスタイルが奇跡
的に一致するのを待たねばならず，また，仮に，そのよ
うな奇跡が起きたとしても，それが安定的に推移すると
いう保障はない．むしろ自己実現を犠牲にしてまで関係
を維持することは間違った生き方として否定されねばな
らない．さらにパートナー関係の安定性が全く保障され
ない状況で子どもを持ち親になるということは，自らの
自己実現の妨げになるだけではなく，生まれて来る子供
の自己実現に対しても極めて無責任であるともいえる．
このような形で無子の増加を究極の個人主義化として
捉える議論は日本ではまだ行われていないし，ドイツで
も，まだ『無子の文化』が主流となっている訳ではない．
しかしブルカートが主張するように「無子であることが
家族ほどではないが，それなりの価値を持つだろう．実
際，家族との価値競争において真剣に競合する」（Bur-
kart 2007)???ということは，日本でも起きているのでは
ないかと思われる．
４．おわりに：無子社会へ？
ドイツや日本における無子の広がりをみると，第二の
人口転換の，少なくとも論理的帰結の一つとして無子社
会への道という可能性もあるのではないかと思われる．
ただ人口学的にみれば，ドイツや日本のようにTFR
が1.5を大きく下回る超低出生力状況では，再生産可能
年齢の女子人口が一世代ごとに30％以上減少すること
になり，そのような社会は遅かれ早かれ（千数百年ほど
で？）消滅する．また，それ以前に年率２％近い急激な
人口減少に適応することは極めて困難であり（年率２％
を越す人口増加が人口爆発といわれたように），長期的に
持続可能な社会とはいえない．
しかし，それでも，なお無子が広がって行くとすれば，
それは無子に留まる人々と子ども産み育てる人々に両極
化する場合であろう．つまりパリティ分布の０，１に対
応し，３，４などの多子家族も増加し社会の再生産が維
持されるケースである．
そのような状況は，一見，荒唐無稽に思われるが，人
類の歴史を通じ，過去一貫して進んできた社会的分業が
生産活動から，ついには再生産活動にまで及んで行くと
考えれば，それなりの整合性はあるといえる．
たとえばパートナーを持ち，子ども産み育てるという
伝統的価値観から完全に解放されキャリア志向で高度な
生産消費活動に従事する無子のエリート層と，再生産と
引き換えに政府の家族支援プログラムに全面的に依存し
て生きる非エリート階層という二極化や，逆にパート
ナー選択や子どもを産み育てることも含め理想的な自己
実現を達成しうる多子のスーパーエリート層と，ベビー
シッターなどの形で支援する側に回る，無子のワーキン
グプワー層という二極化もありうるかも知れない（ある
いは，それら４つのグループが共存する形か？）．
本稿ではドイツと日本における無子の増加を取り上げ
たが，ヨーロッパでは無子割合の増加は，スイス，オー
ストリアなど他のドイツ語圏諸国，スペイン，ギリシャ，
イタリアなどの南欧諸国，ロシアなど旧東ブロック諸国
でも観察されている．東アジアでは出生力低下が始まっ
た時期が遅いこともあり，明らかな増加傾向が確認でき
るのは今のところ日本しかないが，超低出生力が続く韓
国，台湾などでも近い将来，同様の傾向が確認される可
能性は否定できない．果たしてドイツと日本は，無子社
会へ向かう先行事例なのか，特異事例なのか今後の動向
が注目される．
Ⅳ．今後の課題
本稿では，ドイツと日本の少子化の動向，両国の無子
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割合の増加傾向や学歴による格差などの共通点と相違点
を比較するとともに，無子増加に関する学説・仮説など
を中心に，この問題に対する社会学的考察を行った．
先端事例としてドイツと日本に焦点を合わせて分析を
行ったが，今後，他のドイツ語圏諸国や南欧諸国，旧東
ブロック諸国，東アジア諸国へと国際比較の範囲を広げ
ることにより，社会経済文化条件などにより無子の広が
りに相違があるかを明らかにしたいと考えている．また
現在のところ先進国の中でも再生産水準に近い出生力を
示している，北欧諸国，アメリカ，フランスなどの地域
についても出身地域，社会階層，学歴ごとの無子割合を
精査することで，ドイツや日本との相違点や共通点を探
りたいと思っている．
さらに本稿では，いわゆる「意図せざる無子」と「意
図的な無子」の区別は行わなかったが，加齢による自然
妊孕力など前者に係わる要因とその効果に着目すること
で，後者の割合を算定するといった工夫も進めて行く計
画である．
謝辞：本稿執筆の契機となる，貴重な機会を御与えいた
だいた IJJS編集委員会に心より感謝致します．また本
研究にあたっては，特集を企画編集された福田亘孝（青
山学院大学）を始め，岩澤美穂・守泉理恵（国立社会保
障人口問題研究所），J.ドルブリッツ・C.ヒューン（ドイ
ツ連邦人口学研究所），J.レイモ（ウイスコンシン-マディ
ソン大学）他，多くの方から貴重なアドバイスを頂きま
した．末尾ながら改めて謝意を表します．
註
⑴ 本稿は日本社会学会の国際研究誌 International Journal
 
of Japanese Sociology（IJJS）17号の特集「超少子化諸
国におけるパートナー関係と親子関係（Partnership and
 
Parenthood in Lowest-Low Fertility Countries）」への
英語論文寄稿依頼を契機に，それに先行する形で分析・執
筆した日本語の草稿をベースに，第81回日本社会学会大
会（東北大学）で行った研究報告の内容に沿い修正を加
え，論文化したものである．
⑵ 無子割合の推計方法とその比較の詳細についてはDor-
britz&Ruckdeschel（2007)???を参照．
⑶ 結婚や出生に対する学歴の影響には，就学期間の長さ，卒
業後の期間の長さ，教育歴による価値観の相違，カップル
の学歴組合せにおける同類婚や異類婚傾向など多様な要
素が混在していると考えられる．「結婚と家族に関する国
際比較調査（International Comparative Survey on
 
Marriage& Fertility in 2004）」のデータによる分析に
よれば，日本では女性の学歴は第１子の出生タイミング
に重要な影響を与えているが，最終的に無子に留まるか
どうかには影響していないという（福田2005)???．
⑷ 原著の係数を標準カテゴリー＝１とする倍数に変換し表
記した．係数がマイナスの場合，倍数は１未満，係数がプ
ラスの場合は１倍以上となる．
⑸ 日本では加齢にともなう妊孕力の低下が問題となってお
り，出生動向基本調査の結果によれば，「子どもをほしい」
とする出産可能期間の女性数（挙児希望女性人口）は
1982年の978万人から2005年の1147万人へと20年間
で17％増加したが，そのうち35歳以上の女性が占める
割合は５％から15％まで上昇しているという（岩澤・三
田2007)??．
⑹ 日本における1990年代以降の未婚率の急速な上昇は，世
俗的・個人主義的価値観の広がりや子ども中心主義的社
会の終焉といったものではなく，むしろ性別役割の平等
化を評価する価値観への変化を反映したものであるとい
う（Atoh 2001)???．
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